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障害者雇用の状況

（令和５年６月１日現在）

○ 民間企業の雇用状況
雇用者数 64.2万人 （身体障害者36.0万人、知的障害者15.2万人、精神障害者13.0万人）
実雇用率 2.33％ 法定雇用率達成企業割合 50.1％

○ 雇用者数は20年連続で過去最高を更新。

（資料）厚生労働省「障害者雇用状況の集計結果」
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2,523件
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20.0％

22,201件
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5,045件

20.7％

22,912件

平成25年度 令和５年度

ハローワークにおける職業紹介状況（就職件数）

○ハローワークにおける障害者の就職件数を障害種別にみると、特に精神障害者の就職件数が大幅に増加
している。
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３

ハローワークにおける障害者の職業紹介状況（大分県内）
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令和５年度からの障害者雇用率の設定等について

１．新たな雇用率の設定について

 令和５年度からの障害者雇用率：2.7％（令和６年４月から2.5%）
ただし、計画的な雇い入れができるよう、令和８年７月から2.7%と段階的に引き上げ。

 国及び地方公共団体等：3.0％（県教育委員会は2.9％）。段階的な引上げに係る対応は民間事業主と同様。
※ 令和６年４月：2.８％（県教育委員会は2.７％）

２．除外率の引下げ時期について

 除外率を10ポイント引き下げる時期：令和７年４月

4

○ 障害者雇用促進法（43条２項）に基づき、労働者（失業者を含む）に対する対象障害者である労働者（失業者を含む）の割合を
基準とし、少なくとも５年毎に、その割合の推移を勘案して設定することとされている。

○ 現行の雇用率は、平成30年４月からの雇用率として設定されており、令和５年度からの雇用率を設定する必要。
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障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）抄
第43条 略
２ 前項の障害者雇用率は、労働者（労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、安定した職業に就くことができない状態にある者を含む。

第五十四条第三項において同じ。）の総数に対する対象障害者である労働者（労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、安定した職業に
就くことができない状態にある対象障害者を含む。第五十四条第三項において同じ。）の総数の割合を基準として設定するものとし、少なく
とも五年ごとに、当該割合の推移を勘案して政令で定める。

※ 改正障害者雇用促進法により、令和６年度から、職場定着等の取組に対する助成措置が強化されるほか、特に短い時間
（週所定労働時間10時間以上20時間未満）で働く労働者の実雇用率における算定が可能となる。

7.1

2.5％
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除外率設定業種及び除外率
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除外率設定業種 改正前 R7.4改正後

・非鉄金属製造業（非鉄金属第一次製錬精製業を除く。） ・倉庫業
・船舶製造・修理業、船用機関製造業 ・航空運輸業
・国内電気通信業（電気通信回線設備を設置して行うものに限る。）

５％ 対象外

・採石業、砂・砂利・玉石採取業 ・水運業
・窯業原料用鉱物鉱業（耐火物・陶磁器・ガラス・セメント原料用に限る。）
・その他の鉱業

１０％ 対象外

・非鉄金属第一次製錬・精製業
・貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く。）

１５％ ５％

・建設業 ・鉄鋼業 ・道路貨物運送業 ・郵便業（信書便事業を含む） ２０％ １０％

・港湾運送業 ・警備業 ２５％ １５％

・鉄道業 ・医療業 ・高等教育機関 ・介護老人保健施設 ・介護医療院 ３０％ ２０％

・林業（狩猟業を除く。） ３５％ ２５％

・金属鉱業 ・児童福祉事業 ４０％ ３０％

・特別支援学校（専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く） ４５％ ３５％

・石炭・亜炭鉱業 ５０％ ４０％

・道路旅客運送業 ・小学校 ５５％ ４５％

・幼稚園 ・幼保連携型認定こども園 ６０％ ５０％

・船員等による船舶運航等の事業 ８０％ ７０％



重度障害者、短時間勤務職員のカウントについて

〇実雇用率算定上、重度障害者については１人を２人としてカウントする。

○短時間勤務職員については、１人を０．５人としてカウントする。

○ただし、精神障害者である短時間勤務職員については特例として１人を１カウントとする。

○また令和６年度より、週の所定労働時間が10時間以上20時間未満の重度身体障害者、重度

知的障害者、精神障害者である短時間勤務職員についても１人を０．５人とカウントする。

※精神障害者である短時間勤務職員は、雇入れの日からの期間等にかかわらず、当分の間、１人をもって１人とみなす。

週所定
勤務時間

30Ｈ以上 20Ｈ以上30Ｈ未満 10Ｈ以上20Ｈ未満

身体障害者 １ ０．５ －

重度 ２ １ ０．５

知的障害者 １ ０．５ －

重度 ２ １ ０．５

精神障害者 １ ０．５（※） ０．５

赤枠内は
令和６年４月から
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「障害者の雇用の促進等に関する法律」の改正

令和５年４月からは、障害者である労働者の「職業能力の開発・向上に関する
措置を行うこと」が事業主の責務として法律に明記。

（事業主の責務）
第五条 全て事業主は、障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基
づき、障害者である労働者が有為な職業人として自立しようとす
る努力に対して協力する責務を有するものであつて、その有する
能力を正当に評価し、適当な雇用の場を与えるとともに適正な雇
用管理並びに職業能力の開発及び向上に関する措置を行うことに
よりその雇用の安定を図るように努めなければならない。

7

今後は、雇用機会の確保及び必要な合理的配慮を行うことに加え、
・障害のある方がその特性や希望に応じて能力を発揮できる業務の提供
・雇入れ後も、職域開発や業務の選定を通じて多様な業務に取り組む機会、特性を生かしその能
力を発揮する機会の提供
・障害者本人の希望、能力等を踏まえた業務目標の設定、業務実績等を踏まえた人事評価、その
結果に基づく待遇の実施
・キャリア形成の視点を踏まえた継続鵜的な能力開発・向上の機会の提供

等、障害者が活躍できる職場環境の整備や適切な雇用管理の取組を行うことが望まれます。
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精神障害、発達障害のある方々が安定して働き続けるためのポイントの一つは「職場において同僚や上司がその人の

障害特性について理解し、共に働く上での配慮があること」だが、企業で働く一般の従業員が障害等に関する基礎的な

知識や情報を得る機会は限定的。ハローワークでは、一般の従業員を主な対象に、精神障害、発達障害に関して正しい

理解を促し、職場での応援者（精神・発達障害者しごとサポーター）となる講座を、平成29年秋より開始。

趣 旨

内 容 ◆ ｢精神疾患（発達障害を含む）の種類」、「精神・発達障害の特性」、

｢共に働く上でのポイント（コミュニケーション方法）」等について

メ リ ッ ト ◆精神・発達障害についての基礎知識や、一緒に働くために必要な配慮などを、

短時間で学ぶことができます。

講座時間 ◆ 90～120分程度（講義75分、質疑応答15～45分程度）を予定

受講対象 ◆ 企業に雇用されている者を中心に、どなたでも受講可能

※ 今現在、障害のある方と一緒に働いているかどうか等は問わない。

※ 受講者には、「精神・発達障害者しごとサポーターグッズ」を進呈（数に限りあり）。

実 績 ◆ 令和４年度 実施回数：1190回、養成者数：23,775人

精神・発達障害者しごとサポーター養成講座

精神･発達障害者しごとサポーター養成講座の概要

ハローワークから講師が事業所に出向く、出前講座も実施。また、精神障害者・発達障害者の雇用でお困りのこと
があれば、精神保健福祉士や臨床心理士などが相談対応することも可能。
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 精神障害者等が、働く上での自分の特徴やアピールポイント、希望する配慮等を支援機関と一緒に整理し、就
職や職場定着に向け、職場や支援機関と必要な支援について話し合う際に活用できる情報共有ツール。

精神障害者等の就労パスポート

 精神障害者等の障害理解や支援機関同士での情報連携等を進めるとともに、事業主による採用選考時の
本人理解や就職後の職場環境整備を促進。

※ 就労パスポートの作成・活用・管理、共有の範囲等は、精神障害者等本人の意向による。活用スキーム

概 要

9

就労パスポート

5つの記載項目
○ 職務経験
○ 仕事上のアピールポイント
○ 体調管理と希望する働き方
○ コミュニケーション面
○ 作業遂行面

◆ 本人の特徴やできること、希
望する配慮を、チェック方式と
自由記述で整理
「○○の対応が可能」、「○○
の支援により○○の対応が可
能」といった内容

各支援機関による就労パスポート作成支援、就職・定着支援

障害のある方 事業主、職場の上司・同僚等

体調把握、作業指示、コミュニ
ケーション、合理的配慮の検討等
の参考にしてもらう

雇用管理上の配慮の実施状況確認、
ステップアップに際して必要な配慮、
支援内容の検討等の参考にしてもらう

就労パスポートによる情報の共有と連携

様々な体験

ふり返り

自己理解を
深める

事業主等に分かり
やすく伝える

就職後

職場実習前、採用面接時、就職時

精神障害者等

一人ひとりの

特徴に即した

職場環境整備
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障害者の身近な地域において就業面と生活面の一体的な相談・支援を行う
「障害者就業・生活支援センター」を設置（令和６年４月現在 337センター）

雇用と福祉のネットワーク

就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要
とする障害のある方に対し、センター窓口で
の相談や職場・家庭訪問等を実施します。

＜就業面での支援＞

○就業に関する相談支援
・ 就職に向けた準備支援（職業準備訓練、
職場実習のあっせん）

・ 障害者の特性、能力に合った職務の選
定
・ 就職活動の支援
・ 職場定着に向けた支援

○障害のある方それぞれの障害特性を踏まえ
た雇用管理についての事業所に対する助言

○関係機関との連絡調整

＜生活面での支援＞

○日常生活・地域生活に関する助言
・ 生活習慣の形成、健康管理、金銭管理
等
の日常生活の自己管理に関する助言

・ 住居、年金、余暇活動など地域生活、
生活設計に関する助言

○関係機関との連絡調整

業務内容

障害者就業・生活支援センターの概要

専門的支援
の依頼

生活支援
（生活支援担当者1名）

就業支援
（就業支援担当者2～7名）

職場適応支援

求職活動支援

連携 保健サービス
の利用調整

福祉サービス
の利用調整

医療面の相談

○就業に関す
る相談支援

○障害特性を
踏まえた雇
用管理に関
する助言

○関係機関と
の連絡調整

一
体

的

な
支

援

技術的支援

基礎訓練の
あっせん

対象者の
送り出し

ハローワーク

地域障害者
職業センター

特別支援学校

職場

就労移行支援
事業者等

福祉事務所

保健所

医療機関

障害者就業・生活支援センター

障害のある方

相談

自立・安定した職業生活の実現

事業主

環境改善

○日常生活・
地域生活に
関する助言

○関係機関と
の連絡調整

【令和５年度実績】
支援対象障害者数：223,532人
相談・支援件数 ：支援対象障害者 1,276,210件 事業所 468,661件
就職件数（一般事業所）：15,979件 就職率 77.8％
職場定着率（１年） ：81.1％
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ご清聴ありがとうございました


